










Ⅱ. А公選法 204 条の憲法訴訟Б一般への展開（第 2段階）
　1. 1994 年А政治改革Бを受けた，1999 年判決









Ⅲ. А公選法 204 条の憲法訴訟Бの性格
　1. 判例法上のА1 票の較差Б訴訟でないА公選法 204 条の憲法訴
訟Б
　2. 第 1 段階と第 2段階の距離ИЙ基本権訴訟か民衆訴訟か
（以下，続稿。)
Ⅰ. 問題の所在と本稿の課題
　本論文は，拙稿А㈶1 票の較差㈵訴訟としての㈶公選法 204 条の憲法訴
訟【・考Б（以下，前稿という。)(1)に続くものである。
論　説
　├1 票の較差」訴訟でない「公選法 204 条の
憲法訴訟」・考（1）

























訴訟を，А公選法 204 条の憲法訴訟Бと呼ぶ。前稿（698┡707 頁）で確認した
ように，А公選法 204 条の憲法訴訟Бは，公選法 204 条の通常の法解釈とし
ては認めることができないものであり，理論的には，憲法による何らかの働
きを受けて最高裁が法創造を行ったと理解すべきものである。
　前稿（693 頁）で述べたように，最高裁の判例に着目してА公選法 204 条
の憲法訴訟Бに関する歴史を辿ると，次のようになる。この訴訟はまず，А1
А1 票の較差Б訴訟でないА公選法 204 条の憲法訴訟┵・考（1)
(323)
(法学 2019) 83Ё3Ё53
票の較差Б訴訟として最大判昭和 39（1964）年 2月 5日民集 18 巻 2 号 270
頁（以下А1964 年判決Бという。）で初登場し，1976 年判決を経てやがて確立
した（第 1段階）。次にこの訴訟は，すぐ後で検討する 1999 年の②事件判決
と③事件判決で，А1 票の較差Бに限らない様々な憲法上の争点を取り上げ
るА公選法 204 条の憲法訴訟Б一般へと展開した（第 2段階）。ところがこの
訴訟は，最二小決平成 26（2014）年 7月 9日判時 2241 号 20 頁（以下А2014
年決定Бという。）以降，ある種の憲法上の争点は取り上げないものとなった
（第 3段階）。
　┴公選法 204 条の憲法訴訟Бのありようを第 2段階から第 3段階へと転換











はじめて，2014 年決定がА公選法 204 条の憲法訴訟Бをさらに第 3段階へ
と変化させたことの意義と問題点を明らかにできると考えられる。

















Ⅱ. А公選法 204 条の憲法訴訟Б一般への展開（第 2段階）
1. 1994 年А政治改革Бを受けた，1999 年判決
　┴公選法 204 条の憲法訴訟Бが，第 2段階へと展開するきっかけとなった
のは，1994 年の公選法改正により，衆議院議員の選挙制度が，従来の中選
挙区単記投票制から，小選挙区比例代表並立制（以下А並立制Бという。）に















主張したのである。これらの訴訟について，最高裁大法廷は，1999 年 11 月
10 日に，計 31 件の判決を言い渡した。その内の 3件が最高裁判所民事判例
集（以下А民集Бという。）に登載された(3)（最大判平成 11（1999）年 11 月 10 日
民集 53 巻 8 号 1441 頁〔以下，本件をА①事件Бという。〕，民集 53 巻 8 号 1577 頁













2. 1999 年の①事件判決ИЙА1 票の較差Б訴訟としてのА公選法 204 条の
憲法訴訟Б
　まず，小選挙区選挙の選挙区（東京第 8区）の選挙人が提起した①事件で







（平成 24 年法律 95 号改正前）は，両議院議員の全国民代表性を定める憲法 43
条 1 項や，投票価値の平等という憲法上の要請に違反しないかどうか。第 2
に，同規定に従って小選挙区選挙の選挙区の区割りを定めた公選法の区割規






















































(7) 本文で以下に記述する憲法上の争点は，②事件判決の法廷意見がА三 1Б第 3
段落でА論旨Бとして取り上げた上で，А三 2Бでそれに答えている内容（本






いること（同法 86 条の 2第 4項）が，憲法の保障する立候補の自由や選挙権
の行使を侵害しないかどうか。第 3に，比例代表選挙の候補者名簿（以下






（同法 141 条 3 項，144 条 1 項 2 号，149 条 2 項，150 条 5 項等）結果として，А候
補者届出政党Бである衆議院名簿届出政党等（同法 86 条の 2第 1項 1号・2号
のいずれかに該当する政党その他の政治団体。）と，そうでない衆議院名簿届出




された場合には（同法 86 条の 2第 6項），その者の間では当選人となるべき順
位が小選挙区選挙の結果を待たないと確定せず（同法 95 条の 2第 3項），選挙
の時点では確定しないことが，憲法上の直接選挙原則に違反しないかどう
か。第 5に，比例代表選挙の 11 の各選挙区について，その定数に，各選挙
区内の小選挙区選挙の全選挙区の定数を加算して合計定数を算出した上で，
(8) 公選法 86 条の 2第 1項 1号～3号は，比例代表選挙に関する衆議院名簿届出
政党等の要件を定めるが，その 1号と 2号の規定は，小選挙区選挙に関する
А候補者届出政党Бの要件を定める同法 86 条 1 項の 1号と 2号の規定と，同一
である。その結果，衆議院名簿届出政党等は，本稿本文で述べたように，同時
にА候補者届出政党Бであるもの（同法 86 条の 2第 1項 1号・2号）と，そ
れ以外のもの（同条同項 3号）とに，区別できる。












55 条，57 条 1 項，59 条 2 項等の趣旨を没却し，多数支配の憲法原則に矛盾
し，憲法の認める立候補の自由，選挙の自由，結社の自由等を侵害するもの
として，違憲でないかどうか。第 2に，区画審設置法 3条 2項と公選法の区
割規定が，投票価値の平等という憲法上の要請に違反しないかどうか（①事
件のА第 1┵・┴第 2Бと同趣旨の争点だが，憲法 43 条違反に関する争点を含まな
い。）。第 3に，小選挙区選挙において，А候補者届出政党Бは，候補者本人
のする選挙運動とは別に，自動車，拡声機，文書図画等を用いた選挙運動や
新聞広告，演説会等を行うことができ（公選法 141 条 2 項，142 条 2 項，149 条
1 項，161 条 1 項等），また候補者本人はすることができない政見放送をするこ
とができる（同法 150 条 1 項）が，その結果，А候補者届出政党Бに所属する
候補者とこれに所属しない候補者との間に生ずる選挙運動上の差異が，憲法
14 条 1 項による候補者間の平等の要請に違反しないかどうか。

















































　1999 年判決が判断対象とした第 41 回総選挙の次の総選挙である，2000 年
6 月 25 日施行の総選挙（第 42 回）についても，多数の公選法 204 条の訴訟
が提起された。それら全てに対して，最高裁第三小法廷は，2001 年 12 月 18










（最三小判平成 13（2001）年 12 月 18 日民集 55 巻 7 号 1647 頁〔以下，本件をА①事












(11) 大橋寛明・最判解民事篇平成 13 年度（下）891 頁以下（2001 年の①事件判決
の調査官解説），892 頁，同・同前書 905 頁以下（2001 年の②事件判決の調査
官解説），905┡906 頁。














А1 票の較差Б訴訟でないА公選法 204 条の憲法訴訟┵・考（1)
(333)
(法学 2019) 83Ё3Ё63
出現した，А1 票の較差Б訴訟でないА公選法 204 条の憲法訴訟Бは，1999





　次の総選挙（第 43 回）は 2003 年 11 月 9 日に施行されたが，これについて
も，比例代表選挙の選挙区（東京都選挙区）の選挙人が公選法 204 条の訴訟
を起こし(14)，1999 年の②事件判決におけるА第 1БからА第 5Бの全ての
憲法上の争点が争われた。それに対して最三小判平成 16（2004）年 12 月 7












(14) 第 43 回総選挙について，小選挙区選挙の選挙区（東京第 1区）の選挙人が提
起した公選法 204 条の訴訟においては，1999 年の③事件判決におけるА第 2Б
とА第 3Бの憲法上の争点が争われた。だがこれに対して最三小判平成 17
（2005）年 9月 27 日判時 1911 号 96 頁は，2005 年 8 月 8 日の衆議院解散によ
り本件訴えの利益が失われたことを理由に，原判決破棄・訴え却下の判決を行
った。同日付で，ほかに同種訴訟 8件につき同旨の判決がされた由である（匿





の争点に関しても，А1 票の較差Б訴訟でないА公選法 204 条の憲法訴訟Б
は，定着している。
6. 参議院議員選挙に関する，А一票の較差Б訴訟でないА公選法 204 条の憲
法訴訟Б




(15) 2005 年 9 月 11 日施行の総選挙（第 44 回）についての最大判平成 19（2007）
年 6月 13 日民集 61 巻 4 号 1617 頁（以下А2007 年判決Бという。），2009 年 8
月 30 日施行の総選挙（第 45 回）についての最大判平成 23（2011）年 3月 23





行・判例評論 637 号 12 頁（判例時報 2136 号 158 頁）（2012 年），16┡17 頁）。
はたして，その次の総選挙である 2012 年 12 月 16 日施行の総選挙（第 46 回）
についての最大判平成 25（2013）年 11 月 20 日民集 67 巻 8 号 1503 頁から，
本稿執筆時点で最新の総選挙である 2017 年 10 月 22 日施行の総選挙（第 48
回）についての最大判平成 30（2018）年 12 月 19 日民集 72 巻 6 号 1240 頁ま
で，公選法 204 条の訴訟において小選挙区間のА1 票の較差Бを争点とする民
集登載の最高裁判決は，この選挙運動上の差異の合憲性という争点に対する実
体判断を，もう行っていない。















この改正後に初めて実施された 2001 年 7 月 29 日施行の通常選挙（第 19 回）
について，複数の公選法 204 条の訴訟が提起された。最高裁大法廷は，2004
年 1 月 14 日に，4件の判決を言い渡し，その内の 2件が民集に登載され
た(17)（最大判平成 16（2004）年 1月 14 日民集 58 巻 1 号 1 頁〔以下，本件をА①事
件Бという。〕，民集 58 巻 1 号 56 頁〔以下，本件をА②事件Бという。〕）。2件の
内，②事件判決は，東京都選挙区の選挙人が，参議院（選挙区選出）議員の
議員定数配分規定（公選法 14 条，別表第 3）の違憲性を主張して提起した，А1
票の較差Б訴訟としてのА公選法 204 条の憲法訴訟Бである。それに対して







(17) 福井章代・最判解民事篇平成 16 年度（上）1頁以下（2004 年の①事件判決の






















なるから，直接選挙といえず，憲法 43 条 1 項に違反する。第 3に，本件非
拘束名簿式比例代表制は，その立法目的が不当であり，立法目的と手段の間
に合理的関連性がなく，その立法過程における国会の審議経過が不当である













Ⅲ. А公選法 204 条の憲法訴訟Бの性格











































も，公選法 204 条においてА1 票の較差Бと異なる憲法上の争点を争うこと
の可否という論点については何の議論もなく，裁判所が憲法判断に立ち入る
例が続いた(21)。そのような諸判決を対象とする判例評釈・解説等も，この
(20) 本文ですぐ後に触れる，1999 年の③事件判決におけるА第 3Бの憲法上の争点
に関して，同判決，2007 年判決，及び 2011 年判決それぞれに付いた反対意
見。









的に存在した（前稿 697 頁注 11）ため，1976 年判決は，違憲判断を行うに際






篇平成 11 年度（下）744 頁以下，同・同前書 760 頁以下。両判決の評釈・解
説等として，毛利透・判例セレクト’99（法学教室 234 号別冊付録）4頁
（2000 年），辻村みよ子・ジュリスト 1176 号 58 頁（2000 年），石田榮仁郎・平
成 11 年度重要判例解説（ジュリスト 1179 号）18 頁（2000 年），中谷実・民商
法雑誌 123 巻 1 号 66 頁（2000 年），只野雅人・憲法判例百選Ⅱ〈第 4版〉334
頁（2000 年），深見敏正・平成 11 年行政関係判例解説 99 頁（2001 年），榎
透・法政研究 67 巻 4 号 1133 頁（2001 年），池田和芳・訟務月報 47 巻 4 号 819
頁（2001 年），林俊之・平成 12 年度主要民事判例解説（判例タイムズ 1065
号）362 頁（2001 年）。判決時から時間を隔てたものとして，毛利透・判例講
義憲法Ⅱ（2010 年，悠々社）218 頁，宮地基・プロセス演習憲法〈第 4版〉
430 頁（2011 年）（初出 2004 年），只野雅人・憲法判例百選Ⅱ〈第 6版〉336
頁（2013 年），曽我部真裕・判例プラクティス憲法〈増補版〉（2014 年）328
頁，淺野博宣・同前書 337 頁，新井誠・新判例ハンドブック憲法〈第 2版〉
（2018 年）75 頁。
　2001 年の①事件判決・②事件判決の調査官解説は，前掲注（11）を参照。
①事件判決の評釈・解説等として，永田秀樹・民商法雑誌 127 巻 2 号 110 頁
（2002 年）。②事件判決の評釈・解説等として，中谷実・民商法雑誌 126 巻 4・
5 号 259 頁（2002 年）。
　2007 年判決（前掲注（15）で言及した。）の調査官解説は，増田稔・最判解
民事篇平成 19 年度（上）467 頁以下。同判決の評釈・解説等として，井上禎
男・法学セミナー 635 号 104 頁（2007 年），辻村みよ子・判例セレクト 07（法
学教室 330 号別冊付録）3頁（2008 年），木下和朗・平成 19 年度重要判例解説
（ジュリスト 1354 号）10 頁（2008 年），植木淳・法学セミナー増刊速報判例解
説 2号 11 頁（2008 年），吉野内謙志・平成 19 年度主要民事判例解説（別冊判
例タイムズ 22 号）318 頁。
　2011 年判決（前掲注（15）で言及した。）の調査官解説は，岩井伸晃＝小林















戸常寿・世界 818 号 20 頁（2011 年），新井誠・法律時報 83 巻 7 号 1 頁（2011
年），榎透・法学セミナー 679 号 116 頁（2011 年，のちに同ほか㈶判例ナビゲ
ーション憲法㈵（2014 年，日本評論社）114 頁所収），平井直也・法律のひろば
64 巻 8 号 53 頁（2011 年），大竹昭裕・青森法政論叢 12 号 115 頁（2011 年），
長谷部恭男・ジュリスト 1428 号 48 頁（2011 年，のちに同㈶憲法の円環㈵
（2013 年，岩波書店）171 頁以下所収），片桐直人・法学セミナー増刊速報判例
解説 9号 27 頁（2011 年），大津浩・国際人権 22 号 153 頁（2011 年），河北洋
介・東北法学 38 号 1 頁（2011 年），後藤浩士・日本経大論集 41 巻 1 号 111 頁
（2011 年），高見勝利㈶政治の混迷と憲法㈵（2012 年，岩波書店）1頁以下，赤
坂正浩・判例セレクト 2011[Ⅰ]（法学教室 377 号別冊付録）3頁（2012 年），
渡辺・前掲注（15），岡田信弘・平成 23 年度重要判例解説（ジュリスト 1440
号）8頁（2012 年），篠原永明・法学論叢 171 巻 2 号 140 頁（2012 年），初宿
正典・民商法雑誌 146 巻 4・5 号 452 頁（2012 年），高見勝利・法曹時報 64 巻
10 号 1 頁（2012 年），横山真通・平成 23 年行政関係判例解説 23 頁（2013




釈・解説等として，新井誠・法学セミナー 594 号 68 頁（2004 年），野中俊
彦・法学教室 286 号 4 頁（2004 年），小林武・民商法雑誌 131 巻 1 号 97 頁
（2004 年），藤井樹也・判例セレクト 04（法学教室 294 号別冊付録）4頁
（2005 年），寺島壽一・平成 16 年度重要判例解説（ジュリスト 1291 号）13 頁
（2005 年），太田幸夫・平成 16 年度主要民事判例解説（判例タイムズ 1184 号）
274 頁（2005 年）。判決時から時間を隔てたものとして，林知更・憲法判例百
選Ⅱ〈第 6版〉340 頁（2013 年），新井誠・新判例ハンドブック憲法〈第 2版〉
（2018 年）76 頁。







わちそれは，第 1段階のА公選法 204 条の憲法訴訟Б（＝А1 票の較差Б訴訟と












А1 票の較差Б訴訟でないА公選法 204 条の憲法訴訟Бを承認するのにも通
用する，と暗に考えられているようである。
　なお，ここでА1 票の較差Бとは別の憲法上の争点とは，具体的には，
1999 年の②事件判決におけるА第 1БからА第 4Бの憲法上の争点，同年の
③事件判決におけるА第 1БとА第 3Бの憲法上の争点，2004 年の①事件判
決におけるА第 1БからА第 3Бの憲法上の争点，である。
2. 第 1 段階と第 2段階の距離ИЙ基本権訴訟か民衆訴訟か



















А1 票の較差Б訴訟としてのА公選法 204 条の憲法訴訟БをА基本権訴訟Б
であると捉えうる，との結論に至ったのである。






























　ところが，第 2段階のА公選法 204 条の憲法訴訟Бに関する現実の判例法










そもそも第 1段階の（А1 票の較差Б訴訟としての）А公選法 204 条の憲法訴訟Б
自体を，最高裁が，無自覚的にではあれ，А基本権訴訟Бではなく，それと
は別の論理による憲法的正当化を要するところの，民衆訴訟である，と把握












※再校時に憲法判例百選〈第 7版〉（2019 年）に接した。高田篤・320 頁
（1976 年判決），植松健一・330 頁（1999 年の②事件判決と③事件判決），安西
文雄・332 頁（2011 年判決），林知更・334 頁（2004 年の①事件判決），佐々木
雅寿・408 頁（2014 年決定），が本稿の主題に関わる判例の解説である。
А1 票の較差Б訴訟でないА公選法 204 条の憲法訴訟┵・考（1)
(345)
(法学 2019) 83Ё3Ё75
